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Ⅰ 総合計画の進行管理について 

  

１ 進行管理の考え方 

総合計画の着実な推進を図ることを目的として、施策の取組状況に関する評

価を行うとともに、評価結果を次年度の事業構築に効果的に活用するため、施

策等の進行管理を行います。 

なお、施策取組状況の評価に当たっては、第三者評価（福島県総合計画審議

会、地域懇談会）により県民意見の反映や客観性の向上に努めます。 

 

２ 進行管理の特長 

（1）施策中心の評価 

総合計画の着実な推進のためには、施策としての課題を検証し、次の施策

展開に生かしていくことが重要であることから、個別事業は施策を実現する

ための手段であるとの位置づけの下、大局的な視点から施策の取組状況を評

価することに力点を置いた評価とします。 

（2）総合計画と復興計画の一体的な進行管理 

総合計画では、復興計画の重点プロジェクトを計画の中に位置づけたこと

から総合計画と復興計画の一体的な評価、進行管理を行います。 

（3）評価結果の効果的活用 

評価結果については、ＰＤＣＡ（Plan 計画→Do 実施→Check 評価→

Action 見直し）のマネジメントサイクルにより、次年度以降の取組に反映

し、効果的・効率的行政運営となるよう活用します。 
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３ 平成29年度の進行管理の経過 

時 期 開 催 内 容 

平成 29 年 6 月 5 日 福島県総合計画審議会委員の委嘱 

（一般 11 名､団体推薦 12 名､公募 2 名：計 25 名） 

※任期 : 平成 29 年 6 月 5日～平成 31 年 6 月 4日 

平成 29 年 6 月 21 日 福島県総合計画審議会（第１回） 

○ 平成 29 年度の総合計画進行管理について審議 

平成 29 年 7 月 

 

地域懇談会（県内７地域） 

○ 以下のテーマについて各地域で活躍する方々から意見を聴取 

[テーマ]  

・地域の課題や必要な施策・取組の方向性 

・結婚・出産・子育てに向けた課題や取組､方向性 

[開催地域] 

県北地域  7 月 10 日（月） 県中地域 7 月 10 日（月）

県南地域  7 月 6 日（木） 会津地域  7 月 3 日（月） 

南会津地域 7 月 20 日（木）  

相馬地域  7 月 11 日（火）※南相馬市で開催 

双葉地域  7 月 21 日（金）※広野町で開催 

いわき地域 7 月 3 日（月） 

平成 29 年 9 月 15 日 福島県総合計画審議会（第２回） 

○ 総合計画の政策分野別主要施策､地域別主要施策の進行

状況について審議 

平成 29 年 11 月 16 日 総合計画審議会から知事への意見具申 

平成 29 年 12 月 25 日 新生ふくしま復興推進本部会議 

○ 総合計画審議会の意見に対する県の対応方針を決定 

平成 30 年  2 月 6 日 平成 30 年度当初予算（案）発表 
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役　　職　　名

樋口　葉子 ふくしま子育て支援ネットワーク 代表世話人

遠藤　由美子 奥会津書房 代表

伴場　賢一 一般社団法人Bridge for Fukushima 代表

瀬田　弘子 有限会社会津六名館 代表

今野　泰 日本労働組合総連合会 福島県連合 副会長 団体推薦

西﨑　芽衣 一般社団法人ならはみらい

和田　佳代子 いわき地域環境科学会 副会長

酒井　美代子 公益社団法人福島県建築士会女性委員会 委員長

大橋　信夫 福島県農業協同組合中央会　会長 団体推薦

松本　秀樹 福島県森林組合連合会 代表理事専務 団体推薦

野﨑　哲 福島県漁業協同組合連合会 会長 団体推薦

轡田　倉治 福島県商工会連合会 会長 団体推薦

渡邊　博美 福島県商工会議所連合会 会長 団体推薦

安川　香澄
国立研究開発法人産業技術総合研究所 福島再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研
究所 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 副研究ｾﾝﾀｰ長

前澤　由美 特定非営利活動法人いわき緊急ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ　理事長

土屋　繁之 一般社団法人福島県医師会 常任理事 団体推薦

小林　清美 一般社団法人福島県婦人団体連合会 会長 団体推薦

立谷　秀清 福島県市長会 会長 団体推薦

遠藤　栄作 福島県町村会 会長 団体推薦

鞍田　炎 株式会社福島民報社 編集局長 団体推薦

菊池　克彦 福島民友新聞株式会社 論説委員長 団体推薦

会
長 塩谷　弘康 福島大学行政政策学類 教授

岩崎　由美子 福島大学行政政策学類 教授

古川　勉寛 いわき明星大学薬学部 教員 公　募

森本　恭平 いわき短期大学 講師 公　募

福島県総合計画審議会委員
平成２９年６月５日～平成３１年６月４日

氏　　　名

【参考】
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Ⅱ 総合計画審議会意見の反映状況について 

平成２９年度の進行管理では、２２政策分野・７地域の主要な施策の取組状

況及び１１の重点プロジェクトの進捗状況等を評価し、総合計画審議会等から

の意見も踏まえて、平成３０年度の施策に反映しました。 

[進捗状況の評価に係る資料] 

資料１  政策分野別主要施策評価調書 

資料２ 地域別主要施策評価調書 

資料３ 政策分野別主要施策に掲げる指標一覧 

資料４  地域懇談会結果概要 

資料５ 意識調査項目一覧 
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平成29年度平成29年度

人と地域人と地域

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

１ 安心して子どもを産み育てられる環境の整備

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

待機児童の解消を目指し､市町村が行う保
育所等整備の支援､必要な保育人材の確保
等の保育環境の整備とともに子育て支援情
報の効果的な発信を進める。

(1) 子育てに対する不安や負担感の軽減に
向けた包括的な子育て支援策の構築と受
け手に対する効果的な情報の発信

(2) 育児の孤立化の防止、地域全体で子育
てを支え合う気運の醸成

保護者同士の交流の場の提供や子育て家庭
の訪問等を進める。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

保育の受け⽫確保のための
施設整備緊急対策事業
地域型保育事業所の

設置を推進する市町村
への補助。

保育⼈材総合⽀援事業
保育士養成校や保育関係団体､雇用関係機

関と相互に連携しながら保育人材の総合的な確
保対策を実施。

保育j環境の整備保育j環境の整備
⼦育て世代包括⽀援ｾﾝﾀｰ設置促進事業

妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を
行う｢子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ｣の設置を促進
し、市町村において支援が必要な家庭の早期
把握・早期支援を実施。 子育てのｲﾒｰｼﾞ子育てのｲﾒｰｼﾞ

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

２ 子どもたちが心豊かにたくましく育つ社会の実現

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

新しい時代に求められる資質・能力を高める
教育の充実に努める。

(1) 学力に加え､想像力や思考力､構築力な
どを高める教育の充実

(2) 妊娠･出産･子育てと教育､社会経験までの
切れ目ない支援の充実

結婚・出産・子育てに対する切れ目のない
支援とともに、豊かな心や人間性を育むこと
ができるよう支援していく。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

復興を担う
アクティブ・ラーナー育成事業

地域課題等を題材とした課題探究学習において
子どもたちが主体的に学び、考えを発表するなど、
復興を担うたくましい人材を育成。

結婚から⼦育てまで
みんなで⽀える環境整備事業

｢ふくしま結婚・子育て
応援センター｣を運営し､
結婚･妊娠･出産･子育て
のライフステージに応じ
た各種事業を実施。

ﾏｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 「はぴ福なび」ﾏｯﾁﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 「はぴ福なび」
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審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

放射線や防災等に関する正しい知識を身
につけ､児童・生徒が自ら考え､判断し､行
動できる力の養成に努める。

(3) いじめや風評に負けないための教育の
充実

(4) 子どもの頃から地域の魅力に多く触れる

機会の確保と充実

地域（郷土）や職業と関わりのある様々な
体験活動の機会の確保と充実に努める。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

地域と共に創る
放射線・防災教育推進事業
災害や放射線等に関する問題､取組等に目を向

け､自ら考え､判断し､行動できる力を育成。

ふくしまの未来を拓く
産業⼈材育成事業

体験学習活動やｲﾝﾀｰﾝ
ｼｯﾌﾟの充実を通じて､児
童生徒の職業人としての
資質や能力の向上､勤労
観･職業観の育成､地域
に貢献できる産業人材を
育成。

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

３ 地域資源を生かした地域活性化の推進

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

外部の視点も取り入れ､地域の多様な価
値・魅力の発見と効果的な情報発信を支援
し､個性あふれる地域づくりを推進する。

(1) 多様な地域資源への気づきと、地域の魅
力の効果的な発信

(2) 「地域おこし協力隊」への任期終了後を
も見据えた支援の充実

起業や就農等に向けた技術研修等の開
催など､地域おこし協力隊が地域づくりの担
い手として活躍できるよう支援していく。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

スタートアップふくしま尾瀬事業
高校生､大学生等や留学

生を対象に尾瀬の優れた
自然環境を体感するツアー
やアウトドア関連企業と連
携したフェスティバル等を
開催。

参加者等のＳＮＳ､ＰＲ
動画､雑誌などを活用し､
地域の魅力を国内外へ
発信。

市町村復興・地域づくり⽀援事業
地域おこし協力隊等の研修など､受入体制の

整備による地域定着の支援。

体験学習活動体験学習活動

若者向け
尾瀬の魅力・自然体感ツアー
若者向け
尾瀬の魅力・自然体感ツアー
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平成29年度平成29年度

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

森林保全と災害の未然防止とともに､木質
バイオマスの利活用促進等による地域の木
材需要拡大と森林資源の有効活用に努める。

(3) 山林の適切な管理と木質バイオマスの利
活用による経済の地域内循環の促進､地
域の雇用を支える仕組みの構築

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

ふくしまの低炭素社会づくり推進事業
住宅への県産材利用拡大に向けた普及活動

やペレットストーブ及び薪ストーブの導入など､森
林資源の有効活用によるCO2排出削減に貢献
する取組を支援。

４ 避難者の生活再建支援

避難元・避難先の自治体や支援団体等と
連携を図りながら、避難生活を続ける県民の
生活再建に向けた各種支援を継続していく。

(1) 避難を続けている県民への生活再建に向
けた多様な支援策の提示

避難市町村⽣活再建⽀援事業
家賃賠償が平成30年3月までの世帯に対し、国

や避難元自治体等と連携を図りながら家賃賠償終
了後の一定期間の家賃等を支援。

戸別訪問等の意向確認
により支援を必要とする
避難者の生活再建を促
進。

復興支援員の訪問復興支援員の訪問

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

１ 風評払拭とブランド力向上に向けた取組の推進

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

研修会の開催等によるGAPの取得支援､認
証取得者情報の公開等による消費者の認知
度の向上や信頼性の確保に努める。併せて､
ﾊﾟｯｹｰｼﾞの改良等によるﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力強化を進める。

(1) 食の安全や産地ブランド力強化につなげ
るためのＧＡＰ（農業生産工程管理）の認知
度向上とＧＡＰ取得に向けた支援の充実

(2) 風評払拭のための県民自らによる積極的
な地産地消の推進

県産食材の安全性に関する知識の普及
や啓発､気運醸成による地産地消の更なる
推進に努めていく。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

第三者認証GAP取得等促進事業
認証取得経費の助成や研修会の開催等により

第三者認証GAP等の導入を支援。

認証農産物の情報ｻｲﾄ
の開設や県独自認証制
度のFGAPﾏｰｸの貼付に
より消費者の認知度向
上と信頼確保を図る。

ふくしまプライド
農林⽔産物販売⼒強化事業

効果的･戦略的なプロモーション展開､パッケージ
ング向上によるブランド力強化を図る取組を支援。

県産農林水産物のおいしさと安全性をPRする
消費拡大キャンペーンを実施するとともに､学校
給食等における県産食材の利用を支援。

活 力活 力

GAP取得に向けた研修会GAP取得に向けた研修会
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審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

２ 観光・交流の拡大に向けた取組の推進

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

誘致キャラバンの積極的な展開、ホープ
ツーリズムの推進や近隣県等と連携した観
光施策の広域的な展開を進める。

(1) 教育旅行の回復に向けた取組の充実と
観光施策の更なる展開

「再エネ100％・先駆けの地」の実現に向
け、多様な再生可能エネルギーの利活用
促進に努める。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

福が満開福のしま観光復興推進事業
浜通りの復興に焦点を当てたホープツーリズム､

地域の観光魅力づくりの
支援､テーマ別観光周遊
企画の展開､閑散期の誘
客強化（秋冬観光キャン
ペーン）等を実施。

チャレンジふくしま
再⽣可能エネルギー普及拡⼤事業

地域と共生する再生可能エネルギー事業の立ち
上げ支援。家庭や地域における導入の促進。

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

４ 若者の県内還流に向けた取組の推進

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

県内外の学生に対する県内企業の情報
発信、インターンシップの推進、就職相談
から職場定着までのワンストッフﾟ支援等を
進めていく。

(1) 首都圏に進学・就職する若者たちに向け
た効果的な情報の発信

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

ふくしまの企業情報発信事業
合同企業説明会､県内企業ガイド

ブックの配布､企業ＰＲ動画配信の
実施。

３ 再生可能エネルギーの導入促進

(１) 太陽光発電に加え、多様な再生可能
エネルギーの利活用の拡大

上野駅での産直市上野駅での産直市

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ (ｲﾒｰｼﾞ)再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ (ｲﾒｰｼﾞ)

県内企業ガイドブック県内企業ガイドブック

ふくしまで働こう！就職応援事業
県内･東京の拠点における就職

相談から就職後の職場定着まで
のワンストップ支援。

福島に来て。交流・移住推進事業
交流人口や関係人口の拡大､本県の魅

力の情報発信（30歳の同窓会(仮)等）､移
住者等の受入体制
の強化､市町村等
が行う受入環境
整備に向けた取
組への支援。

首都圏での移住相談会首都圏での移住相談会
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平成29年度平成29年度

安全と安心安全と安心

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

１ 健康づくり・健康管理の取組の推進

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

避難者の検診体制について関係機関と
協議し、検診機会の拡大を進める。

(1) 避難者が県内どの市町村でも検診を受
けられる体制の構築

(2) 浜通り地方の医療提供体制の維持に向
けた広域的支援体制の構築､人材・設備
等の支援の充実

施設・設備の整備や医療従事者の確保・
育成、関係団体との連携強化等を通じて､
避難地域や隣接地域における医療体制の
確保・充実を図る。

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

県内避難者のがん検診機会拡⼤事業
避難者が受けやすいがん検診体制を協議し､

検診機会の拡大を図る。

ふたば医療センター附属病院運営経費
二次救急医療をはじめとする双葉地域に必要

な医療の確保と近隣地域の二次･三次救急医療
機関の負担軽減のため､「ふたば医療センター
附属病院」を運営。

消防機関・県立医科
大学等と連携し､多目
的医療用ヘリを運航。

審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

県内外からの人材確保やキャリア形成の
支援等を進める。

(3) 医療人材の偏在対策と人材確保に向け
た取組の一層の推進

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

ふくしま医療⼈材確保事業
県内の医療提供体制の回復及び復興に繋げる

ため､震災で離職した医療従事者の流出防止を
図る医療機関等を支援。

ふたば医療センター附属病院
（ｲﾒｰｼﾞ）

ふたば医療センター附属病院
（ｲﾒｰｼﾞ）

医療従事者の確保・育成医療従事者の確保・育成
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審議会
意見(要約)

審議会
意見(要約)

１ 思いやりと誇りあふれる地域づくりの推進

県の
対応方針
(要約)

県の
対応方針
(要約)

学校・家庭・地域で子どもを育てていくと
いう視点に立ち、学校内外を通じた様々な
体験活動の機会の確保・充実を図り、地域
への愛着心や誇りを育んでいく。

(1) 地域における世代間交流の促進と、子ど
もが自然と触れ合う機会の確保・充実

施策への

反映状況
平成30年度
の主な事業

地域学校協働活動事業
地域と学校が双方向で連携・協力し､ボラン

ティア活動をはじめ様々な体験活動等を実施す
るなど､地域全体で将来を担う子どもたちを育成
する新たな体制づくりを推進。

思いやり思いやり

地域と児童生徒協働の清掃活動地域と児童生徒協働の清掃活動 幼小中連携の世代間交流活動幼小中連携の世代間交流活動
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Ⅲ 平成３０年度重点事業 

 

 「福島県総合計画 ふくしま新生プラン」の中で、県づくりを進めていくた

めの礎及び３本の柱に基づく政策のうち、東日本大震災・原子力災害からの復

興・再生の視点により特に取り組むべき課題に対応したものを重点プロジェク

トとして整理し、重点プロジェクトごとに重点的に取り組む事業を展開してい

きます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

11



 
 

 

福島県総合計画、福島県復興計画、ふくしま創生総合戦略と 

重点プロジェクト・重点事業との関係  
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成30年度重点事業については、県ホームページ（http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ps-jyuutenjigyou30.html） 

よりご覧いただけます。 
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ⅰ 福島県総合計画 １１の重点プロジェクト

（１）安全・安心を提供する取組
（２）農業の再生
（３）森林林業の再生
（４）水産業の再生

（１）県内中小企業等の振興
（２）企業誘致の促進

（１）再生可能エネルギーの推進
（２）医療関連産業の集積
（３）ロボット関連産業の集積

（１）農林水産物をはじめとした県産品の
販路回復・開拓

（２）観光誘客の促進・教育旅行の回復
（３）国内外への正確な情報発信
（４）ふくしまをつなぐ、きずなづくり
（５）東京オリンピック・パラリンピックを契機と
した情報発信・交流促進

（１）安心して暮らせるまちの復興・再生
①復興拠点を核としたまちづくり
②広域インフラの充実・広域連携の推進
③浜通り地方の医療等の提供体制の再構築
④産業・生業の再生

（２）世界のモデルとなる復興・再生
①福島イノベーション・コースト構想の推進
②未来を担う、地域を担う人づくり
③地域の再生を通じた交流の促進

（１）しごとづくり・しごとを支える人づくり
（２）新しい人の流れづくり
（３）結婚・出産・子育て支援
（４）暮らしやすく活力あるまちづくり
（５）高齢者が元気で豊かに暮らせるまちづくり

［航空宇宙産業集積の推進］［航空宇宙産業集積の推進］
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の

と

（１）津波被災地等の復興まちづくり
（２）復興を支える交通基盤の整備
（３）防災・災害対策の推進

（１）県民の健康の保持・増進
（２）地域医療等の再構築
（３）最先端医療の提供
（４）被災者等の心のケア

（１）住まいや安全・安心の確保
（２）帰還に向けた取組・支援
（３）避難者支援体制の充実

（１）除染の推進
（２）食品の安全確保
（３）廃棄物等の処理
（４）環境創造センター等における

研究の推進
（５）廃炉に向けた安全監視

⼈⼝減少対策を⽬的と
して策定した「ふくし
ま創⽣総合戦略 〜ふ
くしま７つの挑戦〜」
については次項を参照。

（１）日本一安心して子どもを生み、
育てやすい環境づくり

（２）復興を担う心豊かなたくましい
人づくり

（３）産業復興を担う人づくり

705事業 6,820億円
（再掲事業を含む）
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ⅱ ふくしま創⽣総合戦略 〜ふくしま７つの挑戦〜

平成30年度７つの重点プロジェクト

①企業誘致等による雇用創出

②起業促進等による雇用創出

③地域企業の競争力強化による雇用創出

④県内金融機関との連携

①若年層の県外流出の抑制

②県外若年層の県内還流の促進

①法人・企業等による安定雇用の創出

②新規就業者に対する支援強化

③稼ぐ視点での地域産業６次化の推進

④消費者を見据えた販売促進

①廃校等を活用した交流拠点の整備

②商店街の新たな価値の創造

③ ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝでまちの新たな魅力を創造

成長産業分野の育成・集積を促進成長産業分野の育成・集積を促進

起業の活性化と成長の促進
（クラウドファンディング）

起業の活性化と成長の促進
（クラウドファンディング）

起業家育成のための教育支援起業家育成のための教育支援

デザイン指向の製品開発を支援デザイン指向の製品開発を支援

浜通りへの企業等の農業参入を支援浜通りへの企業等の農業参入を支援

首都圏大学との連携強化首都圏大学との連携強化

未来に向けた

先端農業技術の実証支援

未来に向けた

先端農業技術の実証支援

ものづくり人材の確保を推進ものづくり人材の確保を推進

高鮮度流通の取組支援高鮮度流通の取組支援高鮮度流通の取組支援

２９事業 １７６億円

３９事業 ９８億円

２１事業 ４０億円

２４事業 ４１億円

競争力のある地域産業６次化の創出競争力のある地域産業６次化の創出
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①地域が求める人材の移住促進

②移住者に対する就職支援の充実

③住まいの確保など定住・二地域居住を支える環境の充実確保

④若者等と集落の交流促進

①地域資源の発掘磨き上げによる観光コンテンツの
創出・交流人口の拡大

②メディア芸術等を活用した観光コンテンツの
創出・交流人口の拡大

③戦略的な情報発信と受入態勢の整備

①結 婚－独身男女の出会いに“世話をやく ”地域社会の再創造

②出 産－子どもを望む夫婦をしっかりサポート

③子育て－官民あげた子育て環境の充実強化

結婚支援の推進結婚支援の推進 保育環境の整備や保育人材の確保等を推進保育環境の整備や保育人材の確保等を推進

官民一体となった健康長寿への取組官民一体となった健康長寿への取組ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関する技術的知識の習得支援ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関する技術的知識の習得支援まちなかへのコミュニティ拠点の設置まちなかへのコミュニティ拠点の設置

若者向けの尾瀬の魅力・自然体感ツアー若者向けの尾瀬の魅力・自然体感ツアー

相談窓口など受入体制を強化相談窓口など受入体制を強化

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた機運の醸成東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた機運の醸成

遊休施設等を活用した
働く場や住居等の受入環境を整備

遊休施設等を活用した
働く場や住居等の受入環境を整備

１３事業 ２０億円

２５事業 ６４億円

４４事業 １１９億円

１９５事業 ５５７億円（再掲事業を含む）
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